
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県スポーツ科学拠点施設整備運営事業 

特定公園施設建設・譲渡契約書（案）  

 
 

 

 

 

※本特定公園施設建設・譲渡契約書（案）は、現時点において想定される県及び認定

計画提出者の基本的な役割分担等を記載したものであり、認定計画提出者が提出し

た公募設置等計画の内容及び認定計画提出者との協議により、締結当事者及び各条

項の記載内容等を修正する予定です。 

修正する予定です。 
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埼玉県スポーツ科学拠点施設整備運営事業（以下、「本事業」という。）に関して、埼玉県

（以下、「甲」という。）と、認定計画提出者の代表法人たる●●●●（以下、「乙」とい

う。）との間で、以下のとおり合意し、本特定公園施設建設・譲渡契約を締結する。 

 

（総則） 

第１条 甲及び乙は、この契約の履行に際し、甲及び乙が令和●年●月●日に締結した埼玉

県スポーツ科学拠点施設整備運営事業実施協定書（以下、「実施協定」という。）を遵守す

るものとする。 

２ 乙は、令和●年●月●日までに、全ての特定公園施設の整備を完了し、その引渡しを

行うものとする。 

３ 甲は、第１条２項の特定公園施設の引き渡しに関し、実施協定第３６条に規定する完

了検査を実施し、乙が整備する特定公園施設が、公募設置等指針等及び認定公募設置等

計画等により作成された設計図書（甲及び乙が合意した内容を含む。）に基づき施され

た事に相違ないことを確認し、引渡しを受けるものとする。 

４ 当該整備によって乙が所有することとなった公園施設は、当該部分引渡しと同時に、

その所有権が甲に帰属し、以後、甲が所有する。 

５ 甲及び乙は、協議により、引渡し日を変更することができるものとする。 

 

（譲渡の対価）  

第２条 特定公園施設の譲渡の対価は、●●●●円（うち消費税及び地方消費税額 金● 

●●●円）とする。  

  

（特定公園施設譲渡価額の支払）  

第３条 乙は、第１条第３項の検査に合格し、特定公園施設を甲に引渡した後、特定公園施

設の譲渡の対価の支払を書面により甲に請求するものとする。 

 ２ 甲は、乙から適正な支払請求書を受理した日から 30日以内に特定公園施設の譲渡の

対価として、第２条に定めた金額を乙に支払うものとする。 

 

 （部分払） 

第４条 乙は、工事の完成前に、出来形部分並びに工事現場に搬入済みの工事材料及び製造

工場等にある工場製品に相応する譲渡の対価に相当する額の 10分の９以内の額につい
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て、●回以内（※回数は認定計画提出者と協議して決定する。）において次項から第７

項までに定めるところにより部分払を請求することができる。 

２ 乙は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当該請求に係る出来形部分又は

工事現場に搬入済みの工事材料若しくは製造工場等にある工場製品の確認を甲に請求し

なければならない。 

３ 甲は、前項の場合において、当該請求を受けた日から 14日以内に、乙の立会いの上、

設計図書に定めるところにより、同項の確認をするための検査を行い、当該確認の結果

を乙に通知しなければならない。この場合において、甲は、必要があると認められると

きは、その理由を乙に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することができ

る。 

４ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、乙の負担とする。 

５ 乙は、第３項の規定による確認があったときは、部分払を請求することができる。この

場合においては、甲は、当該請求を受けた日から 14日以内に部分払金を支払わなけれ

ばならない。 

６ 部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において第１項の譲渡の対価に相当

する額は、甲と乙とが協議して定める。ただし、甲が前項の請求を受けた日から 10日

以内に協議が整わない場合には、甲が定め、乙に通知する。 

  部分払金の額≦第１項の譲渡の対価に相当する額×（９／10－前払金額／譲渡の対価に

相当する額） 

７ 第５項の規定により部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合におい

ては、第１項及び前項中「譲渡の対価に相当する額」とあるのは「譲渡の対価に相当す

る額から既に部分払の対象となった譲渡の対価に相当する額を控除した額」とするもの

とする。 

 

（遅延利息）  

第５条 甲は、この契約に基づく金銭債務の支払を遅延した時は、その遅延した額につき、遅

延日数に応じ、年２．５パーセントの割合で計算した額の遅延利息を乙に支払わなければ

ならない。ただし、その支払の遅延が天災その他の不可抗力によるものであるときは、甲

は遅延利息の支払義務を負わないものとする。  

  

（引渡しの遅延）  

第６条 乙が、特定公園施設の引渡しを遅延したときは、実施協定書第３８条の規定に従う

ものとする。  
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（本契約の変更)  

第７条 本契約を変更する必要が生じた場合は、書面をもってこれを行うものとする。  

  

（協議事項等）  

第８条 本契約に定めのない事項につき疑義が生じた場合は、必要に応じて甲乙協議して定

めるものとする。  

  

（管轄裁判所）  

第９条 本契約から生じる一切の法律関係に基づく非訟・訴訟・調停その他の法的手続の管

轄については、県の事務所所在地を管轄する地方裁判所を専属の管轄裁判所とする。ま

た、適用法令は日本国内法とする。 

  

 契約の証として本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 

令和●年●月●日 

 

 甲 所在地 埼玉県さいたま市浦和区高砂三丁目１５番１号 

   代表者 埼玉県 

       埼玉県知事 大野 元裕 

 

 乙 設置等予定者 

   代表企業 

    所在地 

   商号又は名称 

   代表者 


